






をご紹介しておきます。昭和 14 年，鎌倉市にお生まれになり，昭和 39 年，
東京大学工学部航空学科をご卒業後，本田技研工業に入社されまして，そし









































料です。GHQ ないし，GHQ の一部門である CIE（CI & E），日本語でいう
と「民間情報教育局」ですが，ここが出したこの資料に，東京裁判に関係す






































は War Guilt Information Program の一丁目一番地であるということになり
ます。




























ためには，やはり WGIP についての GHQ だとか CIE の文書に戻って見る

















































































ろにある Royal Naval College というところに聴講生として通ったそうです。






























































































　これは（資料 2 参照），WGIP を理解するために必要な略語の意味です。
WGIP は War Guilt Information Program。それからその下に SCAP/GHQ
と書いてあります。日本では一般に GHQ で通っていますけれども，こうい
う文書に出てくるときはだいたい SCAP（Supreme Commander for the 
Allied Powers）がくっついて出てくることが多いです。それから CIE また
は CI&E というのは，GHQ の中の「幕僚部」と訳されているスタッフセク
ションの一部局です。それから紛らわしいもので CIS というのがあります。














で， そ れ の 英 語 の 略 字 が「IMTFE」 で， フ ル ネ ー ム が International 
























































































　CIE 文書には，GHQ あるいはアメリカ本国も含めて，そこから CIE に与
えられた役割が示されています。情報を与えることと隠すことは車の両輪で
ありまして，与えたい情報を与えるほうが CIE の役割です。与えたくない






法なのでしょう。昭和 20 年 10 月 2 日付で，GHQ から CIE も含めて与えら
れた文書にこういうことが書かれております。


















































































































せん。そして ABC の戦犯のうち B 級は従来からある戦時国際法違反ですが，


































































































































































































　フランスでもアメリカでも一番聞いた言葉は，英語だと「It’s not my 
























































































































































































・ WGIP：War Guilt Information Program　日本人に戦犯意識を刷り込むよ
うに占領軍が計画・実行した情報戦略
・ SCAP/GHQ：Supreme Commander for Allied Powers/General 
Headquarters　連合国最高司令官／総司令部
・ CIE 又は CI&E：Civil Information and Education Section　民間情報局―
GHQ の幕僚部（Staff Sections）の中の 1 部局で WGIP を担当
・ CIS：Civil Intelligence Section　民間諜報局―GHQ の幕僚部の 1 部局
・ G-2：参謀第二部（参謀部：General Staff Sections）―民間情報検閲支隊
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を統括







日本政府 Ｇ－２ 協力 民間情報教育局
自主規制
　・有害図書
　　の没収 (*)
　・教育改革（**)
ＣＩＳ （ＣＩＥ）
主たる作戦
・ＷＧＩＰ
・ＩＭＴＦＥ
Ｇ－２が統括
民間検閲支隊 連携 極東国際軍事法廷
（ＣＣＤ） （ＩＭＴＦＥ）
私信を含む民間情報の検閲 裁判長：ウエッブ（William Webb)
主席検察官：キーナン(Keenan)
判事：パル (Radhabinod Pal)
日本国憲法
判事：レーリンク (B. Röling)
戦時国際法違反の非合法憲法 その他各国代表判事など
言論統制下にできたまやかしの自主憲法
　*ＧＨＱから
　 見て有害
 **左翼知識人
　 を組織
資料 4
日本人洗脳の道
30 項目の報道規制（1）
１．連合国最高司令官に対する批判
２．極東国際軍事裁判（東京裁判）批判
３．GHQ が日本国憲法を起草したことに対する批判
196
４．検閲制度への言及
５．アメリカ合衆国への批判
６．ロシア（ソ連邦）への批判
７．英国への批判
８．朝鮮人への批判
９．中国への批判
10．その他連合国への批判
11．連合国一般への批判（国を特定しなくても）
12．満州における日本人の取り扱いについての批判
資料 5
日本人洗脳への道
30 項目の報道規制（2）
13．連合国の戦前の政策に対する批判
14．第三次世界大戦への言及
15．冷戦に関する言及
16．戦争擁護の宣伝
17．神国日本の宣伝
18．軍国主義の宣伝
19．ナショナリズムの宣伝
20．大東亜共栄圏の宣伝
21．その他の宣伝
22．戦争犯罪人の正当化および擁護
23．占領軍兵士と日本女性との交渉
24．闇市の状況
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資料 6
日本人洗脳への道
30 項目の報道規制（3）
25．占領軍軍隊に対する批判
26．飢餓の誇張
27．暴力と不穏の行動の扇動
28．虚偽の報道
29．GHQ または地方軍政部に対する不適切な言及
30．解禁されていない報道の公表
